
主催 北関東医療相談会AMIGOS
移住者と連帯する全国ネットワーク（移住連）
反貧困ネットワークぐんま

後援 群馬弁護士会 群馬司法書士会

○お問い合わせ先 反貧困ネットワークぐんま 町田茂 027-234-8505 （群馬民医連）

集会プログラム （予定）

1. 医療相談会報告 －仮放免者の医療･生活の現状 － 長澤正隆（北関東医療相談会）

2. 低い日本の難民認定率。外国人支援の現場から －大澤優真（北関東医療相談会）

3. 群馬県内で無料低額診療に関わる医療者の報告－ MSW・保険薬局・反貧困ほか

4. 群馬県未払補填事業の検証と新制度の問題点 － 大川昭博（移住連）

5. あるべき未払補填事業にむけた群馬県への提案について －グループ討論

群馬県外国人未払い医療費対策事業
の拡充を求める市民集会
日時 2024年1月13日（土）13時30分～16時
場所 高崎市総合福祉センター 3F 会議室4

住所 高崎市末広町115-1

参加費 無料 （予約不要。Zoomでも参加できます）

ﾐｰﾃｨﾝｸﾞID 881 0429 2659 ﾊﾟｽｺｰﾄﾞ 2024 0113
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北関東医療相談会 長澤正隆 p3-19
北関東医療相談会 大澤優真 p29～40
高崎中央病院 富岡真理子 p41～48

4. 外国籍の方々の調剤を受け付ける保険薬局の報告 あおば薬局前橋店 内山晋二 資料なし
5. 反貧困ネットワークぐんま  相談活動から 反貧困ネットワークぐんま p49-51

移住連  大川昭博 p20～28

時間 内容 報告者
所要時間
(質疑含む）

13:30 開会 司会 反貧困ネットワークぐんま町田
主催団体代表挨拶あいさつ 反貧困ネットワークぐんま 仲道代表 5分
集会スケジュール説明・注意事項等 移住連 大川理事 5分

13:45 医療相談会報告ー仮放免者の医療・生活の現状 北関東医療相談会 長澤事務局長 45分

14:30 低い日本での難民認定率 外国人支援の現場から 北関東医療相談会  大澤優真氏 15分

14:45
群馬県内で無料定額診療や外国人相談にかかわる医療者・支
援者の報告

高崎中央病院 富岡相談室長
あおば薬局前橋店 内山事務長
反貧困ネットワークぐんま
ほか フロア発言。

30分

15:15 群馬県未払補填事業の検証と新制度の問題点 移住連 大川理事 15分

15:30 （休憩） 15分

15:45 グループでの意見交換
ファシリテーター
会場：大川・大澤・富岡・仲道
リモート：

30分

16:15 15分

16:30 閉会のあいさつ 

あるべき未払い補填に向けた群馬県の提案について（全体討論）

群馬県外国人未払医療費対策事業の拡充を求める市民集会 目次

1. 北関東医療相談会からの報告
2. 低い日本の難民認定率 外国人支援の現場から
3. 無料低額診療事業実施事業所の立場から

6. 群馬県未払医療費補填事業の検証と新制度の問題点

タイムテーブル
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群馬県外国人未払医療費対策事業の拡充を求める市民集会

特定非営利活動法人北関東医療相談会からの報告

2023年12月10日
NPO法人北関東医療相談会

1
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「この法人は、すべての人が健康と平和な生活ができる共生社会の実現をめざし、特に外国籍･生活困
窮者の為の保健、医療又は福祉の増進を図る活動、社会教育の増進、災害救護、人権の擁護、国際協力
などの活動を目的とする。」

（特定非営利活動法人北関東医療相談会 定款から）

特定非営利活動法人北関東医療相談会

2023年10月現在 結成27年 NPO10年 会員171人 ボランティア710人
健康診断会累計回数65回 受診者数 3,297人＋α

支援している対象者
非正規滞在者 7万9,101人（2023.7.1） 8万2,868人（2021.1.1）
仮放免者数 5,910人（2022.7.30） 5,781人（2021.12.30） 2,271人（2019.12.30）

難民申請者 3,772人（2022.1）難民認定187人（アフガニスタン等）、3,936人（2021.1）

2
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医療相談会

健康相談会
個別医療
相談会

社会支援事業

食糧支援 コロナ対策 家賃支援 水道光熱費

社会教育事業

講演会 新聞依頼

北関東医療相談会の支援事業

・病院・クリニック・・100ヶ所
・薬局 100ヶ所
・その他協力団体・・ 移住連
東京つくろい 反貧困
・弁護士会・・・関東弁護士会

3

5



2024/1/12

4

＜無料健康診断の項目＞
胸部レントゲン、検尿、血圧、血液検査、心電図（希望者）
子宮頸ガン（希望者）、診察、歯科検診

受診対象者:地域で暮らす外国人及び貧困で困っている人
＊受診費用:無料 ＊交通費支給
＊無料法律相談及びＭＳＷによる病院紹介 ＊治療費一部負担

（上限5万円）
＊食糧支援
＊仮放免証の提示による無料の医院の紹介new
＊治療費が無くても診察可能な病院、交通費を代替する歯科new

目的
（１）普段医療機関を受診する機会の少ない国内外の貧困者の結核、

成人病などの健康診断を受ける機会を提供する。
必要に応じて診療所を自前で開設、病院と交渉する。

（２）疾病の早期発見を行い、早期治療につなげる。
（３）母国語のレポートによる検診結果報告を行い、本人の健康問題への自覚を促す。

無料健康相談会について

4
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3-2.無料医療相談会の流れ

受け付け
受け付け（住所 国籍）

診察 ①

計測 （レントゲン 血液検査 血圧
身長体重 問診 子宮がん ）

内科・小児科健診 歯科検診

相談 ②
弁護士相談 女性相談 生活相談

家賃相談

報告会③
報告会を設定し紹介状を渡す。

病院紹介
問題のある症状に合わせて病院を紹介す
る。

5
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行政書士

医療相談
（費用についての相談）

相談者

弁護士
3-3.医療相談会における相談

必要に応じて多くのボランティアの支援を同時に得られる
・医師 ・通訳 ・看護師 ・社会福祉士
・食糧支援・公的機関の場所の提供 6
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2022年支援川口会場について

2022年2021年2020年表１

4,6715,9105,781年度末仮放免者数（人）

2回１回１回健康診断会

80人10248個別医療支援件数

子宮筋腫（手術2名）
ネフローゼ症候群、
出産支援（3件）
帝王切開、難病、

狭心症、
住血吸虫、
急性虫垂炎

他

1.癌：卵巣癌、

悪性黒色腫、

2.アルコール性肝炎

3.糖尿病、鬱病

１.癌（年間9件）：大腸

癌、すい臓癌（2件）、子

宮癌、卵巣癌、肺癌、子

宮頸癌、腎臓癌、乳癌

（転移）

2.外科的：膝痛他

主たる病気

1307万3千円1,226万6千円531万1千円医療費

106.5230.9192.7前年比（％）

難病（左心低形成症候群、
ネフローゼ）の申請

心臓病（心房細動2件、狭
心症、労作性狭心症）支援

糖尿病、

卵巣癌 在留特別許可
申請→国民健康保険加

入
アルコール性肝炎

胆嚢結石 無料低額診
療で対応

大腸癌→無料低額診療及
び在留特別許可

乳癌→在留特別許可 国
保適用

肺癌→在留特別許可 生
活保護適用。

内容

374万千円279万4千円246万5千円生活支援（食糧）

133.8％113.3756.1前年比（％）

200万3千円562万9千円165万8千円家 賃

35.5％339.5-前年比（％）

294万9千円112万3千円227万6千円郵送費

262.6％49.3％1,507％前年比（％）

205万8千円216万4千円202万8千円旅費交通費

95.1106.770.3前年比（％）

2931万0千円2,397万6千円1,373万8千円合計

122.2174.5229.9前年比（％）

2022年
送り状

7

3-4 無料健康診断と支援
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収入と医療

経済的問題により病
院に行けないことが

あるか

82%56あり
15%10なし
3%2不明

100%

治療費の支払い

44%30とても苦しい

38%26苦しい

12%8普通

1%1余裕がある

0%とても余裕がある

4%3不明

10068

経済的問題により病
院に行けないことが
あるか（頻度）

36%20よくある
24%13たまにある
40%22不明

55

基準値  人      数

A このけんさの範囲では異常ありません 0

B わずかに異常を認めますが日常生活に支障を
ありません。 1

C 経過の観察を必要とします。 27

D 治療が必要です 17

E 再検査、精密検査を必要とします。 21

F 治療中ですので主治医にご相談ください。 0

東京会場の健診結果

患者66人に330の病気が判明 一人5種類の病気 8
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2023年6月 太田会場 症状一覧

潜血便歯痛生活習慣病疑い

筋緊張性頭痛両手脱力感骨格筋・脊椎疾患

不眠周囲騒右膝の痛み

視力低下左側頭部軟骨の硬化様尿管結石

関節痛胃潰瘍左眼視力障碍

右手掌切創胃炎翼状片疑い

血小板減少症痔腎機能障害疑い

鼠経部ヘルニア疑い精神不安定右背部から臀部の痛み

左下腹部腫痛右肩、右母指不全骨折耳鳴り

下腿浮腫両踵部痛拒食

起床時動悸胸やけ顎関節症

家族性高コレステロール血症左下肢概則後面しびれCOPD起因諸症状

便秘右手しびれ更年期障害

片頭痛飛蚊症甲状腺

心不全内耳炎悪化重症胃食道逆流症疑い

低気圧症候群動脈硬化症PTSD

心窩部圧痛心音不整パニック障害

眼球結膜甲状腺肥大不安神経症

閉所恐怖症

総合判定目安
109A

1917B

5247C

1917D

（27）0E（紹介状の数）
100.090計

セーフティネットから外
れた82％は経済的に病院

に行けない

9
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ケース

R5年 10月18日

当事者：Oさん
年 齢：6４歳
国 籍：ナイジェリア（地域の首長との争いで兄弟を殺される）
住 所：神奈川県内
在留資格：仮放免者

経緯：2010年来日、2011年からY市立病院

病名：糖尿病、
糖尿病は高血糖値、HbA1cも高くなっており専門的見地から健康保険の取得が重要となりました

2023年5月 腹痛から、救急入院 S字結腸癌に窄孔、腹腔鏡下胆嚢摘出、人工肛門
・仮放免者として就労ができないので思い切った治療は困難となります。
費用はすでに1000万円を超えており、今後ターミナルケアとなるために、人道的見地から社会保
障の観点からも国民健康保険の加入が必須となり北関東医療相談会に相談となった。

・今後の費用も1000万円となる見込み
・現在、一時的な聞き取りを終了し担当弁護士と在留特別許可を申請中

12
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ＣさんＢさんＡさん
28歳20歳30歳年齢
栃木県栃木県群馬県場所

包括支援センター健康増進課包括支援センター支援依頼

2019年4月2019年4月2019年4月発 生 年 月
日

ベトナム（ベトナム語）日本
語不可、Ｔ県国際交流協会か
ら

カンボジア（クメール語）日本
語不可、電話対応通訳有

カンボジア（クメール
語）日本語不可通訳有

国 籍 （ 使
用言語）

認知有カンボジアにて行方不明父親 技能実習生パ ー ト
ナー

2019年11月出産予定日：2019年5月26日→6
月6日

出産予定日：2019年8月1
日→7月31日

出産時期

元技能実習生
非正規滞在者

難民申請者 在留資格 特定活
動2ヶ月
入国時に妊娠中と判明

本人 技能実習生
難民申請者 特定活動2ヶ
月2回就労不可

本人資格
等

入院助産制度にて申請も病院
と言語の確認ができないこと
もあって自国へ一時帰宅し出
産

県と市を通じて助産制度を依頼
するも病院側が拒否
病院から毎月1万円返済で自費対
応

群馬県に入院助産制度を
申請
申請書類未整備につき6月
申請開始

制度活用

出産支援について

11
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生活支援と家賃支援

被支援者から水光熱費や家賃が払えなくなったといった悲痛なSOSが当会に度々寄せられる。2021年はJPFの資
金で多くの方を支援したが、昨年度はかたちを変えた支援が実現した。

・ 生活費：2022年度は水光熱費の請求書を一つ一つ支払うのは膨大な労力と不公平を伴うため、現金支給に変
更した。
① 医療相談会での生活費支援：太田市の5月22日の相談会と川口市の2023年1月22日の相談会で申請者に5,000
円支給。

② 1世帯3万円を冷房の電気代に苦しむ9月頃と年末の出費や暖房費もかかる12月から支出した。
（子供のいる困窮家庭に多少の増額もあった）

③ 年末等に食糧支援が対象の方たちにクオカード3,000円を支給した。

・ 家賃支援については、今回は当会に利用提供された二つのプログラムを使って、一軒ごとに申請した。
提供されたプログラムは以下のとおり：

①「おうちバンクプロジェクト」（つくろいファンド）：当会理事の大澤優真が立ち上げたクラウドファン
ディングによる家賃を主としたプロジェクト。1件10万円限度のため、少ない場合に水光熱費も請求できた。

②NPO法人ビッグイシュー基金の「おうちをあなたに―コロナ困窮者の住宅確保応援プロジェクト２」。ホーム
レスや困窮者を支援する同基金のプロジェクトは2023年6月まで続く予定。 12

14



2024/1/12

13

13

国連の自由権規約委員会においてローマ字表記の
Karihomenshaが採用された。

入管法の改正のために外圧を利用する

15
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中間アウト 成果

① 無料定額診療の病院
治療費の負担

② 病院の個人未払金の
返済

③ 独自に病院と関係を
つくり支払いをキャッス
レス化した

④ 各自治体に問題点の
指摘

・入院助産
・就学支援
・精神の自立支援

⑤ 地域を超えた連携
・北関東だけではなく
・東北地域
・名古屋地域
・近畿地域
・新潟地域
・沖縄地域

医療相談会の役割と必要性

14

4 医療相談会のまとめ
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【当会の支出と地域医療に対して】

① 3年間で医療費は全体で3千万円を超え、その他支援費を合わせると6千万円を超えています。
② 群馬県では2021年、764,千円、2022年は675,千円、他9名の無料定額診療病院で治療しました。

③ 移住連の声明にもあるように、この経費について、4年間にわたるコロナ禍で、仮放免者の健
康被害、生活困窮は極限に達し、仮放免者を支援しているNGOも、支援対象者、支援金額の急
増により、資金力が枯渇し運営の危機に瀕しています。
一方、県内の無料低額診療機関は、医療本来の使命にのっとり、他の病院が受けいれない支
払い能力のない外国人を数多く受け入れてきました。しかし、NGO同様に受け入れは限界に
達しています。無料低額診療を実施している医療機関のほとんどは、国公立病院、大学病院
に比べ、経営規模が格段に小さく、受け入れを継続するためには、幅広い事案に対応できる
未払補填事業が不可欠です。
今後、補填件数の減少を理由に、辛うじて存続した未払医療費対策事業が今後廃止されてし
まうこととなれば、ますます事態は悪化するばかりです。

④ 今回の未払い補填事業の廃止の促進については北関東医療相談会の経費の拡大につながること
が懸念されるばかりでなく地域のクリニック等への波及を検討していないようにも思えます。

⑤ この未払い医療費の問題についてはさらなる検討が必要で、関東全域で起きている問題にもあ
るかと思います。

⑥ 今回、報告会を契機に多くの意見が出され検討されることを願います。
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2.在留資格の無い寄留者への国民健康保険の加入の制度化
・仮放免者の多くが医療を受けられない原因は、仮放免者は国民健康保険など社会保険に加入できず、全額
自己負担の100％医療費を支払わなければならないこと。

・仮放免者も処遇規則30条で置かれているので入管で医療費を出すことが相当ではないか。
・在留資格の無い仮放免者の国民健康保健の加入は、再審情願を行い在留特別許可を得る。
・外部の診断書に沿って健康保険に加入できる制度が必要だ。

3.セーフティネットの活用ができないので生活保護法を適用できないだろうか
・国は、生活に困窮し、命や生活の危機に瀕している仮放免者にも生活保護を与えることが必要。

1．未払補填事業の整備拡充を行うことと無料低額診療事業を行う医療機関への支援

・仮放免者を受け入れている医療機関があり、多くは無料低額診療の病院だ。

そこで生じた医療費は原則医療機関負担となり、医療機関の経営に影響を及ぼしている。

4.仮放免者に200％、300％の診療報酬を請求している病院があるのでやめてほしい。

国立病院を中心に、仮放免者に300％の診療費を請求している。診療報酬は、100％で良いはずがどうして生活困窮者

に200％～300％の請求するのか。患者本人に借金を負わすことになるのでやめてほしい。

協働を呼びかけ、働きかけるもの

16
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アミーゴス北関東医療相談会

ご清聴ありがとうございました。

2023年12月10日
茨城県 カトリック友部教会
イエズス・マリア聖心会修道院

17
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群馬県未払補填事業の
検証と新制度の問題点

報告 （特非)移住者と連帯する全国ネットワーク
理事 大川 昭博

2024年1月13日（土）13時30分～16時
高崎市総合福祉センター 3F 会議室4

「未払補填事業
はじめて物語」

1980年代後半から
バブル経済を背景にした建

設ラッシュによる人手不足が
始まる。
「外国人出稼ぎ労働者」が

多数来日。バブル経済後の日
本経済を支える。
短期滞在資格で入国した

オーバーステイ外国人を劣悪
な労働条件で働かせていた。
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このときの日本政府の姿勢
企業が非正規滞在者を酷使していることは 「黙認」
医療、生活保障、人権については「放置または排除」

生活保護
この当時、緊急医療に関しては、多くの自治体が非正規滞在者に対する医療扶助の
適用を行っていた。
しかし、1990年 厚生省(当時)保護課が、全国の自治体に、非正規滞在者の生活保
護(医療扶助)適用を行わないよう口頭で指示を行った。

国民健康保険
この当時、1年以上の滞在見込みがあれば、国民健康保険資格を付与する
取り扱いが行われていた。
しかし、1992年の通知改正により「入国時点で」1年以上の滞在見込みが
確認できる外国人だけに、国保資格が限定されるようになった。

その結果…

救急車の「たらいまわし」
支払い見込みのない外国人
の「診療拒否」
莫大な未収医療費
外国人自身の診療抑制によ
る、疾病の重症化

21
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この時は、自治体も動いた。
生活保護の適用復活を国に要望
しかし、厚生省の姿勢は変わらない
その代わりに示されたのが…
1899年〔M32〕制定の「行旅病人及び行旅死亡人
取扱法」
いくつかの自治体で予算措置が行われるものの、
「入院」「住所なし」「救護人なし」に限定された運
用となり、ほとんど使い物にならず。

そこで、生み出された仕組みが…

1993年6月 群馬県は全国に先駆けて
「外国人未払医療費対策事業」を開始

不慮の傷病に対する緊急的な医療を受けた者で、県内に居
住もしくは就労する者又は県内の医療機関で受診すること
についてやむを得ない理由を有する外国人患者(健康保険有
資格者、生活保護受給者を除く）。
国公立病院を除く県内医療機関が対象。
医療機関の回収努力にもかかわらず診療の日から1年以内
に納入されない医療費の7割分について、医療機関からの
申請に基づき、1医療機関1患者当たり100万円を限度とし
て補てん。
国が外国人未払う医療費対策を確立したと認められるとき
に効力を失う。

群馬県の動きにならい、他の自治体も続々と追随
1994年 埼玉県、千葉県、東京都 1995年 神奈川県、横浜市

やるねぇ 群馬

22
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未払い医療費補填制度と医療通訳制度が未払い額を大きく
減少させた神奈川県の例
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（万円）

医療通訳派遣制度の開
始

法務省入国管理局資料を基に鈴木江理子氏(国士舘大学)が作成したものを、許可を得て引用。

1992年に30万人いた非正規滞在者はその後減少し、
未払医療費問題も解決に向かうと思われた。しかし
…
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2010年代に入り、「訪日」と「在日」の
はざまにいる人が増加する。

「訪日外国人」
旅行者
観光客
ビジネスのための一時
的、短期間の来日

国内に生活拠点を置かな
い(帰国予定がある)

「在日」外国人

特別永住者
永住者
定住者
日本人配偶者等
難民認定者
就労による在留資格を
持つ労働者とその家族

国内に生活拠点を
置いて生活している。

入管制度の下では、日本に定住する
ことを前提としていない在留資格
• 技能実習生
• 留学生
• 家族滞在

一時的に国内での在留が認められて
いる人たち
• 特定活動資格の難民申請者
• 帰国困難者

非正規滞在者
超過滞在者・被仮放免者・難民不認定者

住民基本台帳に記載されていない外国人数

在留資格なしの「超過滞在者」 73,327人（2021.7.1）+α
上記以外の総数 36,019人
在留期間が「短期滞在」 16,589人（2021年6月末）
在留資格「特定活動」で在留期間が3か月以下 5,054人（2021年6月末）
在留資格が「公用」 6,378人（2021年6月末）
⑤在留資格が「外交」 7,282人（2021年6月末）
⑥「外交･公用･短期滞在･特定活動」以外で在留期間3か月以下の正規滞在

716人（2021年6月末）
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コロナ禍で深刻化した無保険外国人の医療
仮放免者だけではない要支援者
技能実習生、失職や帰国困難で短期滞在に
留学生アルバイトがなくなり短期滞在ビザへ
難民申請の当初の数か月は2-3か月毎のビザ
こうした人々は在留資格があるが健康保険に入れない
入管施設のクラスターで仮放免された人々に多数の重傷者

コロナ禍で逼迫した医療
公立病院がコロナで疲弊
民間病院は経営悪化
基幹病院が外国人無保険者の医療費値上げ

無料低額診療施設に集中し破綻
制度の構築なしには解決しない課題

コロナ禍の前と後、群馬県の認識は…
群馬県第７次保健医療計画（H27～H29）
補填実績はH14年をピークに減少
3か月を超える外国人の国保加入が可能に。
長期不況やリーマンショックの影響により在留外国人数が減少。

と、言いつつも計画では…
しかしながら、公的医療保険未加入の外国人が、救急医療等で受診
し、医療費が未払になる問題が解決されたわけではありません。
また、公的医療保険未加入者が経済的な負担から早期受診・早期治
療が困難で、重症化してから医療機関を受診する等深刻な事態も予
想され、人道的見地からも放置できない問題となっています。

にもかかわらず第８次保健医療計画（H30～R５）では、項目自体が消滅。
そして…
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2020〔R2〕年3月…未払補填事業廃止の衝撃
「外国人未払対策事業についても、制度を取り巻く環境が
創設当初とは大きく変わってきたこと等を鑑みて、令和2
年度事業の実施をもって廃止することになりました。」
「令和2年度をもって本事業は廃止となりますが、現在、
国においては訪日観光客等の不慮の事故等に対応するため、
旅行保険への加入勧奨の取組などの各種施策を検討してお
ります。」
「また、厚生労働省が取りまとめた「外国人患者の受入れ
のための医療機関マニュアル」等も活用していただき、さ
らに民間における未収金に対する保険や連帯保証の制度等
の活用もご検討いただき、本事業の廃止にご理解をいただ
きますようお願いします。」
「県としては、外国人に対する医療体制整備の重要性は十
分認識しているところであり、庁内関係課と連携して関係
施策の充実を図って参りたいと考えております。」

令和2年3月群馬県健康保険部国保援護課が県内の医療機関に送付した文書「群馬県外国人未払医療費対策事業の廃止について」より

なぜ、この時期に…
県内各地で反対の声
群馬県の「外国人未払医療費対策事業」廃止
方針に対し、健康保険に加入できない仮放免
者を支援するNGO、他の病院が受け入れな
い、無料低額診療を担う医療機関などから反
対の声が上がり、県議会でも存続に向けた意
見が出される等、事業継続の声が高まる。

支援者、関係者からの反対意見に押され、群
馬県は2021年以降も同事業の一部存続を決め
た。しかし、補填対象が救急搬送患者に限定
されたことにより、利用実績が激減し、制度
として機能しない状態に陥っている。
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県民の反対により、全面廃止は免れたが…

2020(R2)年度、41件（補てん総額
4,048,000円）あった実績が…

2021(R3)年度には、わずか6件（補
てん総額1,275,000円）に激減

どうしたんだ…群馬

対象を救急に限定.その結果…

今後も
健康保険に入れないが、
医療を必要とする
外国籍の群馬県民は
増加する。

2023年入管法改定の影響
① 監理措置制度の導入
傷病等を理由とした仮

放免者の増加

インバウンド需要を見込ん
だビザなし渡航の拡充に伴う
難民申請者の増加。
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いま、群馬県が採るべき途は…

事業の「縮小」「廃止」方針を改める。
未払補填の対象、予算規模の拡充を図る。
健康保険には入れない外国人の、これ以
上の健康破壊を防ぐ手立てを講じる。
医療本来の使命に基づき治療を行った医
療機関に正当な報酬を支払うことができ
るよう、未払補填事業の再整備及び拡充
を行う。

がんばれ
ぐんま  
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NPO法人北関東医療相談会
大澤優真1

2024年1月13日
群馬県外国人未払医療費対策事業の拡充を求める市民集会

低い日本の難民認定率外国人支援の現場から

2

■北関東医療相談会

・事務局スタッフ／理事

・難民や仮放免者など生活に困窮する外国人の医療・生活・住居支援

■つくろい東京ファンド

・生活支援スタッフ

・日本人や外国人の住居・生活支援

■移住者と連帯する全国ネットワーク

・運営委員（医療・福祉・社会保障）

■その他

・社会福祉士

・博士（人間福祉）公的扶助論外国人と生活保護

大学非常勤講師
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3出所:UNHCR日本「数字で見る難民情勢（2022年）」
国連UNHCR基金「数字で知る難民・国内避難民の事実」より転載

■世界で急増する難民

・難民や国内避難民など
1億840万人（2022年末現在）

・世界の74人に1人（世界人口80億人）

・1年で1910万人増
これまでで最大の増加

・41%が18歳未満の子ども

4

出所:
・IOM日本ホームページ
・国連経済社会局人口部
「International Migrant   
Stock」
・2021年7月25日
日本経済新聞
「移民とは世界で2.8億人、
労働力の調整も」より転載

■増加する移民
・国際移民は2億8059万人（2020年現在）
・世界人口の3.6%
・30年間で1.8倍1990年：1億5298万人

2000年：1億7323万人
2010年：2億2098万人
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5

出所:Yahooニュース、東京新聞より転載

■日本でも急増する難民→ホームレスに

・急増する難民認定申請者

・路上生活を強いられている人が増えている

・子どもも妊婦もいる（23年は3世帯出産支援）

妊娠9ヶ月でホームレス生活をし
ていた妊婦を保護。複数の支援団
体・産婦人科・助産院・行政と連
携し、帝王切開で出産。

その一方で、出産諸経費の自己負
担分40万円程度は寄付で賄わなけ
ればならず、また、現時点におい
て安定した住居がなく、安全な環
境で子育てができない。注：入国まもない難民の統計、仮放免者は別

6

■困難を極める難民申請者の生活支援

最低限必要な支援
①医食住の確保 ②出産産前産後支援
③日本語教育の保障④就労支援

極めて困難

・申請から8か月間は働けないことが多い
＝自活できない

・友人知人教会などに頼るのも限界
＝共助も困難

・多くの社会保障制度から適用除外
＝公助もほぼなし

・難民事業本部（RHQ）の保護費
⇒制度的不備・機能していない

・入院助産など使えるものもある
⇒利用拒否や自己負担分の発生

命からがら逃げてきた日本で
路上生活をしていた妊婦と子ども

アフリカのある国。この町では大半の男性が殺され、
妊婦も腹を切られるなど大虐殺が行われていた。そ
の手が自分にも及ぶと考えた夫は妻と子どもとお腹
の中にいる赤ちゃんだけは助けたいと考え、母子に
お金を持たせ日本に逃れさせた。その後、夫は殺さ
れた。

日本に到着し、手持ち金がつき、路上生活になって
いたお腹の大きい母と小さい子ども。栄養のある食
事をとれていない。病院にも行けていない。住居も
ない。支援団体につながりホテルで保護。その後行
政に支援を求めるが拒否。ホテル代もかさみ、安定
した住居も見つからない。「このままだと母子の命
が危ない」と寄付を募った。幸いにも寄付は集まり
無事出産。住居も支援者が貸してくれた。

しかし、支援団体に繋がってなかったら、寄付が集
まっていなかったら、どうなっていたかわからない。
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■低い難民認定率

出所：難民研究フォーラム「研究会『難民・非正規滞在者の生存権保障』報告参考資料：日本の難民申請
者（庇護希望者）の生活保障に関する概要」より転載

・1回目：8か月以降で就労可が多い
・複数回：原則、在留・就労・社会保障不可

出所：難民支援協会「日本の難民認定はなぜ少ないか？－制度面の課題から」より転載

過去最多約2万人
3~4年後に結果

2％の難民認定率
1万9600人が不認定

仮放免

「生きていけない」

8
出所：2022年12月27日NHKより転載
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・一切働いてはいけない（生活するための収入を得ることが禁止）

・健康保険や生活保護など社会保障制度も認められていない
（生活に困っても何もできない、どうしようもできない、そのまま）

働けない・食べられない・病院に行けない・家賃払えない

「生きていけない」

■「生きていけない」仮放免者

10

■仮放免者調査と国連勧告

【22年調査（北関東医療相談会）】 【23年調査（北関東医療相談会・つくろい東京ファンド・ビッグイシュー基金の共同調査）】

6人に1人が1日1食84%が経済的理由で医療機関に受診できず70%が年収0円
40%が水光熱費滞納46%が家賃滞納5人に1人が路上生活の経験など

【22年11月3日国連自由権規約委員会「総括所見」】
在留資格またはビザを失い「仮放免」されて外に出された「Karihoumensha（仮放免者）」が
働くことも収入を得ることも選択肢として与えられず危険な状況に置かれていることに
依然として懸念を抱いている。

締約国は以下のことをすべきである。
「仮放免」されている移民に必要な支援を提供し、
収入を生み出す活動に従事する機会を設けることを検討すること

国連から「危険な状況」であり
必要な支援・就労を認めるよう勧告
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■国や自治体がすべきこと・問われていること

①まずは「生きる」ための保障
・医食住の確保（未払い補填含む）
・就労を認めること（まったく認めない×）

②日本に安定的に暮らすための基盤を保障
・適切な難民認定手続きex.諸外国並みの認定率
・適切な在留資格の付与ex.子どもへの在留資格付与
・必要に応じて自己決定を尊重した帰国支援

③早期の統合化・定着支援
・少なくとも短期的には「帰国」できない
・早期に日本語教育と就労支援

→労働市場に入っていけるように
→多様性の担保、活性化

世界的な「難問」

「帰れ」いなくならない
現実を直視何ができるか

難民移民は
自分と関わりのあること

12

■困窮する外国人にできる支援（特に医療）

在留資格の有無と種類の確認

在留資格あり
生活保護〇

在留資格なし
生活保護×

難民認定申請者（1回目）
RHQ保護費の申請

無料低額診療未払い補填事業在留資格の取得帰国支援

社会保障・社会福祉制度

など

在留資格あり
生活保護×
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■国や自治体がすべきこと・問われていること

出所:NHKホームページより転載 出所:2023年8月5日東京新聞「きょうだい引き裂かれる恐れも…日本生ま
れの外国籍の子どもに在留資格、『救済対象拡大を』と専門家」より転載

14

■国や自治体がすべきこと・問われていること

出所:WWDJAPANウェブサイトより転載
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15出所:イプソス株式会社HPより転載

■日本では難民のことが知られていない→ 知ってもらえれば変わる？

この1年間で難民のために行動を起こした人

日本： 7%（ワースト1位）

世界：33%

日本でも7%→33%に
①イベントに参加する
②周りの人に知ってもらうex.SNS,家族

③イベントを企画するex.上映会をしてみる

④支援団体に参加するex.ボランティア,寄付

16

■国と国のはざまに置かれた人たちの存在を知ること

・「困窮する外国人は国に帰ればいいじゃないか」

→帰国することで本人の命と健康が守られるのなら選択肢の一つ
→「帰国することができない」人たちという存在

※国から退去強制令書を
発布された人の多くが
帰国している
2022年：93.4% 2021年：74.1%
2020年：92.3% 2019年：104.1%
2018年：105.7% 2017年：100.2%
※退去強制令書により送還された人員／退去
強制令書を発付された人員

※年をまたいで帰国している者もいるため
100%を超えている年もある

※出入国管理統計から計算

36



参考資料

17

・特定非営利活動法人移住者と連帯する全国ネットワーク編（2019）『外国人の医療・福祉・社会保
障相談ハンドブック』明石書店。

・法務省出入国管理在留管理庁（2019）『収容・送還に関する専門部会第3回会合収容・仮放免に
関する現状』https://www.moj.go.jp/isa/policies/policies/nyuukokukanri03_00001.html

・大澤優真（2021）「急増する困窮外国人のいのちを守れ！『本国が保護すべき』という論理を
超えて」imidas。https://imidas.jp/jijikaitai/f-40-223-21-08-g853

・大澤優真（2021）「#困窮する移民・難民に医療を-解説記事②「善意ある病院だけの対応では
もう限界」(無料低額診療事業編)」移住者と連帯する全国ネットワーク。https://migrants.jp/news/blog/20211111.html

・大澤優真（2022）「コロナ禍における困窮外国人支援の現状と課題」『コミュニティソーシャル
ワーク』30。
・大澤優真（2022）「『もう限界』困窮外国人の医療」『IMADER通信』210号。
・大澤優真（2022）大澤優真「『生きていけない』―仮放免者の生活実態と提言―」『Migrants 

network : 移住者と連帯する全国ネットワーク・情報誌』223号。
・北関東医療相談会（2022）『―生きていけない― 追い詰められる仮放免者仮放免者生活実態調査
報告』北関東医療相談会。https://npo-amigos.org/post-1399/

・生活保護問題対策全国会議編（2022）『外国人の生存権保障ガイドブックQ&Aと国際比較でわかる
生活保護と医療』明石書店。

参考資料
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・金井真紀（2022）『日本に住んでる世界のひと』大和書房。
・大澤優真（2023）『生活保護と外国人「準用措置」「本国主義」の歴史とその限界』明石書店。
・大澤優真（2023）「『在留資格の有無や種類』ではなく実態を踏まえた保護の適用を」
『賃金と社会保障』1825号。
・大澤優真（2023）「仮放免者の生活実態」外国人人権法連絡会編『日本における外国人・民族的マイ
ノリティ人権白書2023年』外国人人権法連絡会。
・大澤優真（2023）「ともに生きる仲間として―非正規滞在の移民・難民たち第4回～第6回」
『民医連新聞』1783～1785号。
https://www.min-iren.gr.jp/?p=47809
https://www.min-iren.gr.jp/?p=47872
https://www.min-iren.gr.jp/?p=47950
・大澤優真（2023）「困窮外国人支援の現場から～私たちにできることを考える～」『民医連医療』

612号～
・大澤優真（2023）「困窮する移民・難民の生存権を求めて」『POSSE』54号～
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■参考資料 出所：オーゴト日記（大澤個人HP）より転載

20

■参考資料

出所：mi-molletホームページより転載
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■参考資料

出所:FREEUSIKUホームページより転載

22

■参考資料

注：国連人権委員会（自由権規約員会）による日本政府への総括所見
出所：国連HPより転載
https://tbinternet.ohchr.org/_layouts/15/treatybodyexternal/Download.asp
x?symbolno=CCPR%2fC%2fJPN%2fCO%2f7&Lang=en
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■参考資料

注：国連人権委員会（自由権規約員会）による日本政府への総括所見
北関東医療相談会・仮訳

出所：国連HPより転載
https://tbinternet.ohchr.org/_layouts/15/treatybodyexternal/Download.asp
x?symbolno=CCPR%2fC%2fJPN%2fCO%2f7&Lang=en
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1

すべての人が健康に暮せる社会を目指して

～無料低額診療事業実施事業所の立場から

非正規滞在外国人の患者さんの相談から感じたこと

高崎中央病院
ソーシャルワーカー
富岡 真理子

お話ししたいこと

むていしん（無料低額診療事業）とは？

なぜ、私たちがむていしんに取り組むのか

外国人未払医療費対策制度を活用した
ある患者さんの事例から
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2

むていしん
…無料低額診療事業(無低診）って？

経済的な理由で、必要な医療が受けられないことのないように、医療
機関が独自に、無料または低額で診療を行う事業のこと

法的根拠
＊社会福祉法（第２条第３項９号） 第2種社会福祉事業
担当する行政機関：政令市、中核市、

それ以外の地域は都道府県の社会福祉事業担当課
＊法人税法の基準に基づくもの

むていしん …当院の運用について

減免の基準をはじめ、運用は各医療機関の裁量に任されている
減免期間減免率対象者

原則1か月総医療費の全額免除
もしくは一部免除

無保険者、ホームレス、住所喪失
不安定就労者、人身取引被害者、
ＤＶ被害者、外国人労働者等、社
会的援護を必要とする人

原則6か月保険診療の
一部負担金の全額免除

世帯の収入が、国で定める生活保
護基準のおおむね110％未満の収
入の方

原則6か月保険診療の一部負担金
のうち
入院：70％減免
外来：50％減免

世帯の収入が、国で定める生活保
護基準のおおむね110～140％未
満の収入の方
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3

なぜ、わたしたちはむていしんに取り組むのか？

民医連(みんいれん 全日本民主医療機関連合会の略称）の使命
無差別・平等の医療と福祉の実現 いのちの平等

・お金のあるなしにかかわらず必要な医療が受けられる社会を目指す 受療権の保障
・社会保障（生存権・健康権が保障されるために、国が責任を持って整備すべき
野）が、１人ひとりのためにしっかりと機能できるよう制度の改善を目指す

無低診の意義 まず診る、援助する、何とかする

・困窮がひろがる中で、受診控えによる手遅れを生まないために
・社会資源の代用ではなく、公的責任を求めていくために
・厚生労働省へ要請書を提出し交渉
無権利状態にある外国人に対して、人道的医療を提供するための措置について等

群馬県内の民医連の無低診実施事業所
13か所（4病院、5診療所、4歯科） 全国732か所（うち民医連事業所 385か所）
当院の利用者 四十数人 うち外国人8人 減免額 約二百数十万円／年

外国人未払い医療費補填事業を活用した
ある患者さんの事例から
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4

事例のあらまし

南米の30代の女性 オーバーステイ

重症の肝臓機能不全により、当院では担えない高度な医療が必要
だった。

県内の高度専門医療機関に診療を断られ行き場のない状態だった。
医療者として放置できないということで当院で受け入れ、当院で可
能な範囲での診療を行ったけれど、残念ながら究明することができ
ずに亡くなられた。

来院されるまで

約10年前、前夫（日系人）と来日
夫と別れ、夫のみ帰国。母国には病気療養中の父親がおり、父親の入院
費を稼ぐため来日。母はすでに他界し他に身寄りなし。
群馬には３か月前に転居。その後、日系人の男性Ｈさんと知り合い、一緒
に暮らし始めた。結婚を考えたが、夫が行方不明のため正式な離婚ができ
ずいた。日本で安定した暮らしを望んだが最後までかなわなかった。
日本語運用レベル ほとんど分からない。
パートナーの男性（日系人・定住者）との2人暮らし
収入 パートナーの就労収入 10万円代前半
パートナーは心疾患あり。国保加入していたが、支払いができず受診中断
していた。

44



2024/1/12

5

当院来院の経緯

北関東医療相談会 長澤さんより相談あり
「病気があるがお金が無く受診できない。寝たきりでトイレにも
いかれない状態。吐き気がある食べられていない。痩せてし
まっている。パートナーのＨさんより相談を受けたので診ても
らえませんか？」

パートナーＨさん、長澤さんとともに、パートナーの軽自動車
の助手席に乗って、1時間強揺られて来院。一人では降りられ
ず、看護師が2人がかりで車いすへ移乗。

診察

11月末の寒い日だったがとても薄着。褥瘡ができている。
診察の結果
高度急性期の病院でないと対応は無理。複数の専門的治療が
可能な病院に打診。A病院で受け入れ可となり、救急車で夕方
転送。
しかし、入院はかなわず、その日の深夜に自宅に帰るよう、う
ながされ、軽自動車の助手席に乗せて1時間の道のりを帰宅。
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6

翌日の朝
長澤さんより連絡が入る。
昨日診察した医師に相談、当院に救急車で来院いただくことに
した。
A病院での診たて
重症の肝臓機能不全、専門的治療が必要な状態。
やはり当院では救命できないため、いくつかの医療機関に医師
が電話で受け入れの打診をするがすべて断られた。
専門治療の医療費
数千万の費用もありうる状況
「オーバーステイは今後も医療の提供は難しい」
当院での入院費 約100万円（うち六十数万円が未払い医療費対策
事業で補填された。補填されたのは2年くらい後）。

亡くなられるまで
弔い方の相談
長澤さんが通訳を手配。パートナーのＨさんにAさんの宗教、親族の
意向の確認方法を尋ねるが、親族とは連絡がつかず…。
教会で2万円、献金が寄せられた。
母国の領事館に支援を要請するが…
3週間後に亡くなられる。
お見送りのとき、長澤さんがお祈りをしてくださる。主治医、看護師
とともに見送る。
高崎の教会で葬儀をできるよう手配もしてくださった。
Aさんが住んでいたＢ市は火葬費用の負担を認めず。最終的に当院の
ある高崎市と県で負担。
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7

事例を通して感じたこと

治療法はあっても、終末期となる現実…
せめて苦痛なく見送ることしかできない。
人間らしい弔い方
医療者の助けたい気持ちとそれがかなわない病院経営
治療中断の責任を医療者に負わせていいのか
誰に責任の所在があるのか
どうやったらいのちを救えるか？

群馬県外国人未払い医療費対策事業の拡充が必要だと
思う理由

減免が与える経営への影響
・未払い医療費対策事業が利用できないため、無低診以外の手立てがほぼ無い。
・無料低額診療事業は減免医療費を直接補填されることがないため、減免が経
営に大きく影響
・入院、手術、人工透析などの高額な医療費がかかることを躊躇してしまう
・民医連の医療機関・老人保健施設の減免額 7億円／年
・2023 年度 病院経営定期調査（全日病、日本病院会、日本医療法人協会3病院団体合同調査）
コロナ関連補助金を除くと約8割が赤字、補助金を含めても5割強が赤字
・2024年診療報酬改定 本体0.88％プラス 薬価１％マイナス
急性期は過ぎたものの入院治療が必要な患者さん、慢性疾患など継続した治療が
必要な患者さんが視野に入っていない。
介護が必要になった場合も私たちの社会は対応するすべがほとんどない(退院先
がほとんどない）。
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当院の院長の言葉から
県内には依然として非正規滞在で職に就くこともできずに経済的に困
窮しており、帰国費用がないなどの理由や、故郷の国の政情不安、帰

国することによって政治的な理由により生命の危険があり、帰国した

くても帰国できない外国人の方がいます。今後もこのような公的医療

保険未加入の外国人が、救急医療等で受診し、医療費が未払いになる

問題は起こりえます。経済的な負担から早期受診・早期治療が困難で、

重症化してから我々の病院を受診するケースもあるでしょう。

…外国人未払医療費対策制度が廃止となったことを理由に、困ってい

る患者さん、生命の危機にある患者さんの診療を断る、拒否すること

があるかもしれません。そんなことが起きれば現場で実際に患者さん

を診療している医療者としての心も死んでしまうでしょう。我々はそ

のようなことは絶対に避けたいと思っています。
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外国人未払医療費対策事業の拡充を求める市民集会

相談活動の現場からみた外国人の健康権

反貧困ネットワークぐんま

仲道宗弘/町田茂

反貧困ネットワークぐんま

3年8か月の相談活動と駆け付け支援

相談件数903件（延べ相談数は1200件を超える）

うち生活保護申請同行 84件

路上生活からアパート入居37件

障害年金申請 15件

自己破産手続き支援 24件

養育費請求訴訟の支援 15件

DVからの避難 4件

49



2024/1/12

増え続ける外国人の相談～ルールなき雇用の中で～

・手取り7～8万円/月の外国人技能実習生の相談が続々。

・電機会社を突然解雇されホームレスとなったスリランカ人

・ゴミをあさって生きていたブラジル人ホームレス男性

・休業補償を支給されなかったホテル勤務のベトナム人女性

・監禁先3Fから飛び降り大腿骨骨折したフィリピン人女性

・コロナ感染して入院中に解雇。住居を失ったブラジル人男性。

・所持金が尽き自宅で産み落とそうとしたミャンマー人女性

給与手渡しの外国人が少なからずいる。写真のような不正がある場合

ほとんどが給与手渡しであり、証拠がない。また技能実習生や外国人労

働者のうち、女性は妊娠した途端に解雇されてしまうケースが多い。工

場の稼働で解雇されるケースが多く、解雇されるとそのまま在留資格が

切れてしまい、非正規滞在となっていく。

群馬県内のある企業で働いて

いた外国人女性の給与明細書

（写真移住連提供）

切迫する支援現場駆け付け時の救急搬送6件

そのうち外国人の搬送３件。２人が亡くなる。

○相談時の健康被害

アルコール性肝炎4件、脳腫瘍1件、脳梗塞１件

自己免疫性肝炎1件、甲状腺機能低下症1件

尿毒症１件、骨盤骨折1件、恥骨骨折1件

下肢凍傷1件、蜂窩織炎1件、精神疾患8件ほか

○搬送後に亡くなられた２件（ともに外国人・無保険状態）

２０代ﾌｨﾘﾋ゚ﾝ人女性･･･妊娠中に出血、搬送後死産。

５０代ﾍ゚ﾙー人男性･･･肝硬変で搬送後まもなく死去。

＜写真＞生活保護申請
中に容態が悪化し、伊
勢崎市役所から救急搬
送した際の写真

（反貧困ネットワーク
ぐんま仲道代表撮影）
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すぐ救急搬送できない外国人のケースも多発｡

東毛地区在住外国人２人世帯。所持金８円

２人同居世帯で、奥の部屋にいた50歳代ブラジル

人男性は、１年間で体重が30ｋｇ以上減少。駆け付

け支援で訪問した時、下肢に浮腫みがあり、倦怠感

を訴える。数日ほぼ尿が出ていなかった。無保険状

態で、救急車の受け手がいない

生活保護申請し、その足で受診をするとクレアチ

ニンが7.8となっており尿毒症と診断される。その

後Ｔ病院に入院し、透析治療が開始となった。所持

金のない無保険の外国人は救急車の受け手がいない

奥に寝ていた男性は、駆け
付け時、数日尿が出ていな
い状態だった。

外国人の健康権は保障されているか。

いのちの選択に迫られた時しか医療にかかれない。

20代女性ミャンマー人出産予定日を過ぎて所持金がない

出産予定日を4日間過ぎて相談。電話がくるなり

「お金がないので産み落とすしかない」との内容だった。

緊急を要する相談のため、その日のうちに現地に向かい、

管轄の保健所に駆け込んで「県入院助産制度」の申請を

はじめたところ、窓口で陣痛がおこり近隣の産婦人科医院

に救急搬送した。その日のうちに無事出産する。

保健所からは「駆け込めば使える制度ではない」といわ

れたものの、外国人未払医療費対策事業も同様に救急車

またはドクターヘリ搬送車しか制度の対象になっていない。

無事産婦人科医院で

生まれた子ども。

（家族の了解を得て

写真を掲載）

女性は妊娠により

職場を解雇されていた。
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